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資料１－３ 
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COP21のための日本の約束草案 
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約束草案はゴールか？  

CO2排出量 

NO! 

G7の基準年 

第一次安倍内閣提案 

２６．０％削減 



「２０５０年８０％削減」を実現するために、 
２６．０％削減を何回やる必要があるのか 

 １４．０億トン  スタート 

  ２．８億トン  ゴール 

 ２０３０年までに、１５年かけて２６％削減 
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答： 
簡単な計算をすれば、２０３０年から２０５０年の間で、 
２６％削減を４．３回実行すると、２０５０年で８０％削減 
の実現が可能になる 



２０１５ エルマウ・サミット首脳宣言 

 世界全体の温室効果ガス排出の大幅な削
減が必要であることを強調する。 

 2050年までに2010年比で最新のIPCC提案
の40％から70％の幅の上方の削減とするこ
とを共有することを支持する。＝先進国は、
２０００年比で８０％削減ぐらい。 

 2050年までにエネルギー部門の変革を図る
ことにより，革新的な技術の開発と導入を含
め，長期的にグローバルな低炭素経済を実
現するため。 
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２０５０年のエネルギー供給 
 必要な認識 ＝ 常識はまず全否定から 

 化石燃料からは離脱、あるいは、ＣＣＳ必須 

 電力は、ゼロカーボン化が必須 

 選択肢は２つのみ：再エネと原子力 

 水素は、もう一つのゼロカーボン化の候補 

 克服すべき難点 

 １．再エネの難点 

 再エネで安定性の高いものは少ない：水力・地熱 

 不安定な再エネを安定に使用する技術は、現時点でも候
補はあるが、電力マーケットでの取り扱い方、さらには、コ
ストが未知 

 2.原子力利用の推測は困難 
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www.regjeringen.no/contentassets/17f83dcdadd24dad8c5220eb491a42b5/04_rystad_energy_production_under_2ds.pdf 

２１世紀前半の限界が２℃＝１５００GtCO2なら化石燃料は？ 
 

石炭の８１％ 
石油の４２％ 
天然ガスの４６％が余剰 

8. August 2013 

CCS処理で水素源？ 

化石燃料枯渇のリスクを問題した過去から 
余剰になることでの国際情勢の不安定化リスクへ 6 



CCS=Carbon Capture and Storage 
CCU=Carbon Capture and Utilization      
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Cost of CCS = $30/ton-CO2 = $12.5/Barrel（for Petro） 
Cost for separation, liquefy and storage  

CCSは処理量が半端ではない 
実用化には、日本でも１億トン／年 
これが最大の問題 

EOR用途 
がベスト？ 



 

IPCC AR5 WGⅠ 

未来永劫成立する関係 

現
在 

1500GtCO2 

21世紀前半 後半 

300GtCO2 

化石燃料 
枯渇領域 
 
最初が石油 

次が天然ガス  
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海面上昇と異常気象による環境難民問題 
 ２．５℃上昇で始まる（？）１０ｍもの海面上昇 

9 

2008 

バングラデシュの海面上昇による国土の喪失 

国際交渉リスクのために、２℃ゴールは必須 なぜ？ 



 

ドイツ 

Motor Fuel 

10 



 

ドイツ 
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ドイツ 

？？？ 

このシナリオは 
マスバランスが 
取れていない。 

自動車産業から 
の要請を無視で 
きなかった？ 
 
 
 
メタンディーゼル 
を開発する気か？ 
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英国 オーソドックスな対応 
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英国 

14 



２０５０年長期エネルギー・環境戦略 

 これまで、エネルギー基本計画が長期プランを決めてきた。エ
ネルギー政策基本法に基づき、少なくとも３年ごとに検討を加
え必要に応じて改正する。 

 ３年毎に必要に応じて改正することは、もし、方針の根幹が変
わるのであれば、長期ビジネスプランが立てにくいことを意味
する。 

 エネルギー供給産業は、基本的に設備産業である。 

 発電プラントの寿命は２０年以上。 

 原子炉の利用は、さらに予測困難。多くの識者の意見が、国が
前面にでないと無理。根拠：初期投資が大、継続性にリスクあ
り。 

 結論：２０５０年長期エネルギー・環境戦略の作成義務と、その
位置づけの高度化が必須。 
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